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視察・調査日時 

  令和６年11月11日 （月曜日）から 

  令和６年11月13日 （水曜日）まで（３日間） 

 

視察・調査場所 

  宮城県仙台市・宮城県富谷市 

 

視察・調査事項 

  １ 道路、橋梁の整備事業について（景観条例、景観計画及び道路植栽管

理に係る取組事例について） 

  ２ 公害防止及び環境保全について（動物愛護に関する取組事例につい

て） 

 

視察・調査概要 

  別紙のとおり 
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  委  員  又 吉 清 義 
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  委  員  山 内 末 子 

  委  員  新 垣 光 栄 

  委  員  比 嘉 瑞 己 

  委  員  瑞慶覧 長 風 

 

議会事務局（２人） 

  議会事務局政務調査課主幹  上運天 慎 也 

  議会事務局政務調査課主査  宮 里 正 樹 
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別紙（視察・調査概要） 

 

１ 調査事項：景観条例、景観計画及び道路植栽管理に係る取組事例について 

 （１）概要説明 

  ア 景観条例、景観計画に係る取組について（仙台市都市整備局計画部参

事兼都市景観課長 阿部 真也） 

・景観概要について、仙台市は東西に長く、西側には奥羽山脈、東側に

は田園地帯が広がる。河川沿いに形成された河岸帯には緑豊かな森が

あり、「杜の都」として知られる。1601年に伊達政宗が仙台城を築城

し、現在の青葉城の下側に中心市街地が形成された。 

・街割りは、青葉山から東西方向に広がる奥州街道と、南北方向に広が

る芭蕉の辻を起点としている。芭蕉の辻は藩政時代の経済の中心地で

あり、現在も商業の中心地となっている。戦後の復興で整備された青

葉通や定禅寺通などのケヤキ並木が街のシンボルとなっている。歴史

的な面影を残しながら、多くの緑が広がっている。 

・仙台市の景観条例については、平成７年に「杜の都の風土をはぐくむ

景観条例」を制定した。景観３原則（基本原則、市の責務、市民・事

業者の責務）に基づく７つの景観形成方策を掲げている。市民、事業

者、市が連携し、良好な景観を確保・発展させていくことを目指す。 

・仙台市の景観計画については、平成22年に「仙台市の杜の都景観計画」

を策定した。市内全域を景観計画区域とし、自然景観と市街地景観の

２つのゾーンに分け、それぞれ特性に応じた景観形成の方針を定めて

いる。中心部には景観重点区域を設け、仙台城跡周辺など、歴史的・

文化的価値の高いエリアを保護・保全している。 

・景観計画に基づく行為の制限については、建築物の形態・意匠、緑化、

色彩、高さなど、様々な基準

を定めている。景観重点区域

では、さらに厳しい制限が設

けられている。特に、青葉山

からの眺望を重視し、周辺の

丘陵を覆いかぶさない高さ

の制限が設けられている。 

・景観地区については、都心部

の一部エリアに景観地区を

指定し、より厳しい規制を設 【仙台市から説明を受ける】 
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けている。定禅寺通など、仙台を代表する通りの景観を保全している。 

・定禅寺通では、街路樹の植栽、駐車場の出入口の制限、広告物の制限

などを設けている。 

・景観まちづくり協議会において、地域住民との合意形成を図りながら、

イベントやエリアマネジメントなど、地域の活性化活動にも力を入れ

ている。 

 

  イ 道路植栽管理に係る取組について（仙台市建設局公園管理課企画調整

課長 佐藤香代子） 

・仙台市の街路樹は、明治24年に仙台市の中心部にサクラやヤナギが植

栽されたのが始まりである。戦後復興で、杜の都の再生を目指し、街

路樹や公園緑地が整備された。定禅寺通や青葉通などのケヤキ並木

が、現在の杜の都を象徴する景観となっている。 

・仙台市街路樹マネジメント方針は、令和３年６月に策定した。街路樹

への愛着を深め、仙台の街路樹を内外に発信していくことを目指す。 

・街路樹マネジメントを推進するための重要な考え方として、都市資源

としての積極的な活用、適正な街路樹管理の推進、街路樹管理体制の

充実が挙げられる。 

・街路樹管理に関する取組については、１つ目として、街路樹マニュア

ルによる維持管理がある。街路樹マニュアルはホームページで公開し

ており、計画、設計、施工、維持管理に関する内容を網羅している。

維持管理の方針として、統一美を重視し、樹高や下枝の高さなどを統

一するといったような内容となっている。 

・今後の取組予定として、業者や市の担当者が変わることによる場当た

り的な剪定を防止するため刈りカルテを作成し、統一的な景観形成を

図っていく。 

・２つ目の取組として街路樹の

倒木事故防止を目的とした

街路樹健全度調査を行って

いる。幹周り90センチ以上の

樹木は、５年に１回点検し、

点検結果に基づき、必要に応

じて専門診断や精密診断を

実施する。 

【仙台市から説明を受ける】 
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・３つ目の取組として今年度から街路樹更新計画を実施している。適切

な街路樹管理及び維持管理費の削減を目指し、間引き、改植、撤去な

どを計画的に行っていく。本事業により、今後50年間の維持管理費を

約58億円削減できる見込みである。 

・４つ目の取組として街路樹維持管理を効率化するため、高木に個別に

ＩＤを付与し、ＧＩＳで管理している。これにより各高木の位置、樹

種、大きさ、点検結果などを把握でき、苦情要望対応や剪定などの維

持管理業務などに活用している。今後、クラウド化によるデータ更新

の効率化を目指している。 

・５つ目の取組として公園樹・街路樹剪定技能講習会を、宮城県造園建

設業協会が主催している。年２回開催され、受注者及び発注者を対象

に、街路樹、公園樹の樹木の剪定技術の向上と継承に努めている。 

・６つ目の取組として、「杜の都の環境をつくる条例」に基づき、幾つ

かの街路樹、並木を保存樹林として指定している。 

・街路樹管理に係る予算と組織について、令和6年度当初予算は、約12

億円であり、街路樹管理費の約半分が除草と低木の刈り込みに充てら

れ、剪定が３割弱となっている。街路樹の管理は、道路管理者ではな

く、各区役所の公園課が行っているところが特徴的であり、公園管理

課は、計画、マニュアル作成、システムの担当などを担っている。 

 

 （２）質疑応答 

  Ｑ 仙台市の造園職の人数はどれぐらいか。 

  Ａ 現在35名で、政令指定都市の中では少ないほうである。 

 

  Ｑ 国土交通省ＧＩＳのシステムを活用しているか。 

  Ａ 仙台市が使用している街路樹のＧＩＳデータは、国交省のシステムと

は異なる。そのため災害対策には

使えずあくまで、財産管理として

の台帳システムになっている。 

 

  Ｑ 街路樹の包括外部委託は行って

いるか。 

  Ａ まだ行われていない。時折話は

出るが、維持管理水準を維持する

ためには、コストが大幅に増加す 【質疑風景】 
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るため、現時点では検討していない。 

 

  Ｑ 害虫対策に薬剤散布は行っているか。 

  Ａ 現在はほとんど行われていない。アレルギーなどの健康被害のリスク

を考慮し、樹幹注入剤を使用している。 

 

  Ｑ 景観地区における壁面後退について、住民の反応はどうか。 

  Ａ 私権の制限になるため、反発もあるが、地域住民との話合いの結果、

条例で定めている。 

 

  Ｑ 街路樹の管轄は当初から公園管理課だったのか。 

  Ａ かつては建設課という課で道路管理部門と一体であったが、組織再編

により、街路樹は造園職がいる公園管理課に属することになった。緑を

守る側と道路の安全を守る側でうまく均衡・共存できている。 

 

  Ｑ 公園管理課と区役所の公園課の連携はどうなっているか。 

  Ａ 定期的な打合せやワーキングなどを実施し、密に連携している。 

 

  Ｑ 景観条例と景観法の違いは何か。また、景観法制定後の景観条例の変

更点は何か。 

  Ａ 景観条例は、景観法制定前から、内部で検討を重ねながら設定された。

現在は大きな理念は景観法に、具体的な施策は景観条例に定められてい

る。 

    仙台市では、戦災復興で整備された緑道や並木が、市民の誇りであり、

全国からも認められるようになった。景観条例は、予防策として、既存

のものを認めながら景観が悪化しないよう、良好な景観を維持していく

ためのルールを定めている。

法律制定後も、条例は法律で

定められている内容を補完

する形で、体系を変えた。 

 

  Ｑ 街路樹の配置と高さの基準

はどうなっているか。 

  Ａ 特に高さの基準はない。自

然樹形を生かした剪定管理
【質疑風景】 
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が基本。電線などの障害物がある場合は、必要に応じて剪定する。間隔

については、街路樹マニュアルに樹種ごとの適正な間隔などが示されて

いる。 

 

  Ｑ 街路樹管理について国や県からの予算もあるのか。また、落ち葉など

の清掃に係る予算はあるか。 

  Ａ 車道については道路清掃車で落ち葉を回収しているが、歩道の落ち葉

清掃については、近隣住民や地域の方々の協力でやってもらっており、

支援として落ち葉回収用ごみ袋の配布などを行っている。 

 

  Ｑ 市民ボランティアや企業等への何らかの支援制度はあるか。 

  Ａ おもてなし花壇の整備には、企業からの寄附金を使用している。 

    市民ボランティアの公園における活動に対する助成制度はあるが、道

路空間での活動に対する支援は行っていない。安全面を考慮し、道路空

間でのボランティア活動を積極的に推進することはしていない。 

 

 （３）現地視察（定禅寺通、広瀬通、西公園通） 

    概要説明（一般社団法人日本造園業協会東北総支部） 

・定禅寺通はケヤキの４列並木という珍しい街路樹になっている。東二

番町通という仙台市内で一番大きな道路は国道だが、街路樹の維持管

理は仙台市に委託されている。 

・去年の緑化フェア開催の半年前に、造園協会整備員の約 200 名がボラ

ンティアでケヤキの幹洗浄を実施した。20 年前にも実施し、20 年間の

すす、コケがどのぐらいか分かる。ケヤキの根が植樹ますまで伸びて

いることから、道路を計画する際には植樹ますを広くすることが重要

ということを示している。 

・定禅寺通のケヤキは樹高が高

くなり過ぎたため、高所作業

車を使って剪定を行ってい

る。中の枝を新しく出して、

３メートルぐらい樹高を下げ

る計画である。仙台空襲以降

に植えているため、樹齢とし

ては、約100歳になる。歩道に

降った雨水をケヤキの根っこ 【視察風景】 
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に供給する浸透ますを設置しており、ここまでやるのは珍しい。 

・腐ったり悪くなった木は、健全化調査で樹木医が診断の上、市場で買

える最大の木に植え替えられる。駄目な木から１本ずつ替えていく。 

・定禅寺通の真ん中は道路ではなく緑地となっているため、警察の道路

使用許可や占有許可を取らずとも、公園課の許可があれば、イベント

に使用できる。青葉祭、ジャズフェスティバル、光のページェントな

どのイベントが行われている。 

・来年から車道を１車線潰して、歩道を広げる工事が始まる。もっと緑

地を広げて歩道をイベント等に活用できるよう整備し、街を活性化し

ようという狙いとのことである。 

・広瀬通の街路樹はイチョウである。仙台市の管理区間は、造園の透か

し剪定の技術により三角形を作っている。木の形がきれいなので落葉

しても鑑賞に堪える。一方、国道の管理区間は、ぶつ切り剪定をして

いるため、木の形が異なる。根上がりの対策についても、仙台市は、

根を切るのではなく、削って養生するなど、木を大事にする。同じ時

代に植えた木でも管理者によって大きく変わる。違いは造園職の採用

がある。国は二、三年で担当が変わってしまう。 

・透かし剪定では５年に１回しか剪定しないが、国土交通省のぶつ切り

剪定はほぼ毎年行っている。やらないと次年度の予算がつかないとい

うのが問題である。 

・西公園通の街路樹はトウカエデであり、全体的に丸く楕円形に整うよ

うに、透かし剪定を行って木姿を整えている。 

・剪定については、基準を定めており、年２回の剪定講習会で、技術を

継承している。 

【定禅寺通にて】 【剪定の説明を受ける】 
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２ 調査事項：動物愛護に関する取組事例について 

 （１）概要説明 

   ア 宮城県の動物愛護に関する取組について（宮城県環境生活部食と暮

らしの安全推進課技術副参事兼総括課長補佐 川本 剛） 

・宮城県では宮城県動物愛護管理推進計画を策定し、３つの基本理念に

基づいた施策を進めている。基本理念の１つ目は、動物愛護を通した

生命を大切にする心の育成であり、令和12年度までに犬と猫の引取り

数を年間800頭にする目標を立てている。 

・基本理念の２つ目は動物の適正な管理に基づいた人と動物が共生する

社会の形成であり、犬の苦情件数を年間450件、猫の苦情件数を年間

950件に減らす目標を立てている。また、動物の適正な管理に向け、

マイクロチップの登録数を延べ8万5000件にする目標を立てている。 

・基本理念の３つ目は動物の愛護と管理に関する県民合意の形成と協働

関係の構築であり、令和12年度までに動物愛護推進員を全県で100名

にする目標を立てている。 

・犬と猫の引取り頭数の状況について、平成25年には、犬と猫合わせて

4403頭の引取りがあったが、令和５年度には、793頭に減少し、令和

12年の目標を達成した。動物愛護思想の醸成、終生飼養、不妊去勢に

よる繁殖制限措置などを継続的に指導していくことで、さらに引取り

頭数を減らすことを目指す。 

・犬の苦情件数の状況について、平成25年度には1137件の苦情があった

が、令和５年度には530件に減少し、令和12年の目標達成まであと一

歩というところである。放浪犬に関する相談が全体の62.1％を占めて

いることから、犬はきちんとつないで飼い、係留器具やフェンスを点

検するよう指導していく必要がある。鳴き声による苦情もあるため、

飼い主に対して適切な飼養

管理を指導していく必要が

ある。 

・猫の苦情件数の状況につい

て、令和５年度は1554件あ

り、そのうち、飼えなくなっ

たので引き取ってほしいと

いう相談が全体の64.7％を

占めている。終生飼養の普及

啓発、飼い主のいない猫の不 【説明を受ける】 
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妊去勢の徹底、給餌・排泄の管理、無責任な野良猫への給餌の指導な

どが必要である。 

・マイクロチップの登録数の状況については、順調に増加している。動

物販売業者には、マイクロチップ装着の義務が課せられており、指導

監督を徹底するとともに、既に犬や猫を飼っている人にも、マイクロ

チップの意義を普及していく。 

・動物愛護推進員は、地域に根づいた動物愛護活動を行っているが、目

標の100名に遠く及ばない状況であり、目標達成に向けた対策が必要

と認識している。 

・犬と猫の引取り状況について、引取り数は着実に減少しているが、依

然として全体の67.2％が90日齢以下の子猫である。これをさらに減ら

していくためには、飼い主に対する不妊去勢手術の普及啓発、飼い主

のいない猫の繁殖制限措置の推進が必要と考えている。 

・引き取った犬と猫の措置状況について、令和２年度と令和４年度には、

引き取った犬の返還・譲渡率が100％を達成した。令和５年度の殺処

分頭数は15頭であり、その全てが譲渡不適によるものであった。 

・来年度に、飼い主が犬を飼い続けられなくなった場合に、新しい飼い

主を探すためのマッチングサイトを立ち上げる準備を進めている。 

・引き取った猫の令和５年度末の返還・譲渡率は69％であり、殺処分数

は減少しているが、収容中に死亡する子猫が多く、譲渡適性のない猫

も多い。 

・令和４年度から、収容中の死亡する子猫を減らし、新しい飼い主への

譲渡につなげるため、ミルクボランティア制度を立ち上げた。ミルク

ボランティアは、県民から選出され、子猫の給餌や排泄の補助などを

ボランティア活動として行っている。この取組によって、子猫の収容

中死亡が減り、殺処分も減

っていくことを目指す。 

・飼い主のいない猫の不妊去

勢事業については、平成26

年度から、宮城県獣医師会

が実施する飼い主のいない

猫の不妊去勢事業に、県が

経費を補助する仕組みとし

て実施している。 

・平成26年度に事業開始し、 【食と暮らしの安全推進課からの説明】 
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雄3000円、雌6000円の助成で、予定頭数400頭のところ、９月開始のた

め実施頭数は174頭であった。 

・平成27年度は予定頭数とほぼ同数の365頭の不妊去勢を実施した。 

・平成29年度から、県議会からの指摘により予定頭数を400頭から600頭

に増やした。 

・令和元年度には、県議会の一般質問で額が十分ではないとの指摘を受

け、獣医師へのアンケート調査結果に基づき、助成金額を雄6000円か

ら１万2000円に、雌6000円から１万2000円に倍増し、予定頭数も800

頭に増やした。 

・令和３年度以降は年間1000頭を超える利用があり、順調に推移してい

る。医師会の負担も考慮すると、現状の規模が限界と判断しており、

これ以上の規模拡大には抜本的な仕組みの見直しが必要と考えてい

る。 

・事業の財源としては、令和３年度から、動物愛護事業に限定した、ふ

るさと納税を活用しており、約1000万円の予算のうち、約700万円をふ

るさと納税で、約300万円を一般財源で賄っている。 

・来年度予定の施策としては、多頭飼育崩壊事案の増加に対応するため、

県で不妊去勢手術を実施する予定である。また、社会福祉部局と連携

し、多頭飼育問題への早期介入を進めるとともに、多頭飼育問題に関

する研修会を継続実施する。 

・動物基金さくらねこ不妊去勢事業との関わりについては、宮城県の事

業には積極的に組み入れる対応は取っておらず、保健所に相談があっ

た場合に、さくらねこ動物基金の制度に基づいた助言をしている。し

かし、宮城県内に協力動物病院が１つしかないため、活用には課題が

ある。沖縄県のほうが、さくらねこプロジェクトの活用実績が多いと

認識している。 

 

   イ 飼い主のいない猫の不妊手

術に対する助成制度につい

て（宮城県獣医師会） 

・助成対象は仙台市を除く県内

に生息する飼い主のいない猫

で、個人または団体が会員動

物病院の協力を得て不妊去勢

手術を行う場合、費用の一部 【宮城県獣医師会の説明】 
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を助成する。飼い猫は対象外である。また不妊去勢手術後の助成申請

も不可としている。申請の際には、第三者の同意を得るという制限を

つけている。 

・助成金の申請は年度初めから２月上旬までで、予算が消化され次第終

了となる。手術実施場所は県内の協力病院59か所となる。 

・平成26年から本事業を開始しており、県からの補助金助成を受けなが

ら事業拡大している。ボランティア団体との連携について、特定団体

との連携はないが、県の認定団体とは積極的に連携し、事業周知と手

術実施を行う。 

・予算のほとんどは県からの補助金である。獣医師会の役割としては、

広報、連絡調整、申請者への助成業務などを行っている。 

・周知は県のホームページやチラシで実施しており、市町村にも情報共

有して事業を実施している。 

・動物基金「さくらねこ」無料不妊手術事業とは関連性はないが、県の

保健所が助成対象を見定めて活用している。 

・特定病院での手術頭数が多いこともあり、１病院当たりの手術数に制

限がある。 

・飼い猫の助成についても多くの要望があるものの、予算面での課題も

あり、現時点では対象としていない。 

 

   ウ 動物愛護センターの役割、保護犬及び保護猫の譲渡推進の取組につ

いて（宮城県動物愛護センター所長 平塚雅之） 

・宮城県動物愛護センターは動物愛護思想の普及と動物の危害防止によ

る人と動物の共存環境づくりを目的として設置されている。 

・昭和58年に基本計画を策定し、平成元年に開設された。県内にはほか

に動物行政を担う関連施設とし

て５つの保健所と４つの支所が

ある。 

・センターの職員は13名であり、

職員７名、会計年度任用職員６

名で、職員のうち４名が獣医師

である。 

・主な業務としては、動物愛護と

収容動物の管理などである。敷

地内に愛護館、管理棟、収容棟、
【宮城県動物愛護センターの説明】 
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焼却炉２基の施設を有する。 

・動物愛護管理行政について、初期は狂犬病予防と人への危害防止が重

視されていた。近年は人と動物の共生、動物愛護精神の涵養、殺処分

ゼロ、動物虐待対応が求められている。全国的に管理から愛護、譲渡

へのコンセプト転換が進んでいる状況である。 

・開設当初は年間１万頭以上の収容だったが、現在は数百頭に減少。猫

の問題が依然として大きい。犬猫の殺処分頭数は平成20年の4000頭以

上から減少傾向にあり、ゼロを目指している。 

・譲渡・返還割合は年々増加しており、犬は約６割、猫は約５割が新し

い飼い主へ譲渡されている。 

・動物愛護事業としては、ふれあい広場でのウサギ、モルモット、犬、

猫などとの触れ合いを行っている。馬、ヤギも飼育している。 

・動物とのふれあい教室として学校、公民館、幼稚園等への出張授業や

夏休み一日飼育体験などを実施し、動物との触れ合いと危害回避を指

導している。 

・動物管理業務として、仙台市を除く保健所で捕獲している動物の収容

と管理、負傷動物の収容と治療、またやむなく殺処分するもの及び収

容中に亡くなくなってしまうものについての焼却を行っている。 

 

 （２）質疑応答 

  Ｑ 沖縄県のセンターでは飼い主のいない猫は基本的には受け取らない

が、貴センターで引き取っているのはどのような整理になっているの

か。 

  Ａ 飼い主がいない野良猫で、自らその地域で生きているような猫につい

ては引き取らない。引き取るのはあくまでも飼い主がいることが前提

で、誰が飼い主なのか分からな

い迷子の猫がいるので、引き取

ってくださいという要望につ

いては、法の趣旨にのっとって

状況を確認した上で引き取っ

ている。 

 

  Ｑ センターで引き取った猫につ

いて、県獣医師会の不妊去勢事

業は受けられるのか。 【質疑風景】 
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  Ａ センターから譲渡する場合は、全て手術済み、マイクロチップ装着済

みとしている。 

 

  Ｑ ボランティア団体との連携は行っているか。 

  Ａ 登録譲渡団体として活動している団体や個人と連携して活用してい

る。県のホームページで譲渡対象の情報を公開している。 

 

  Ｑ 数値目標について、犬及び猫の引取り数とした経緯は何か。 

  Ａ 目標について、引取り数にするか、殺処分数にするかは議論になった

ところであるが、飼い主として終生飼養を責任もって行ってもらうこと

を重視し、引取り数を目標として設定した。 

 

  Ｑ 引取り数を目標に設定すると、行政側が引き取らなければ目標達成す

るということにもなるが、飼い主の分からない猫についても、引き取る

という状況は変わらないのか。 

  Ａ そうである。法の趣旨でも引き取らなければならないという立てつけ

になっており、いろいろな条件や事情がある場合は拒否できるというこ

とになっている。引取り要望の理由について、合理的なものであれば応

じなければならない。 

 

  Ｑ 多頭飼育の問題について、福祉部門との連携は行っているか。 

  Ａ 福祉部門との連携は行っている。情報はケースワーカーから来ること

が多く、一緒に立入りすることもある。福祉の専門家の協力を得ないと

うまくいかないことが多く、連携を深めるため研修実施に着手した。 

 

  Ｑ 動物愛護推進員の人数増加

についてどのように取り組

むか。 

  Ａ 実際には、動物愛護の活動

を十分に継続的に時間を割

いてやっていくことができ

ないという方は多いと認識

している。推進員の活動の紹

介や、ボランティアの協力を

呼びかけている。 
【質疑風景】 
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  Ｑ ボランティアの方々への報酬等はあるか。 

  Ａ 研修に係る旅費等は県で予算措置しているが、通常の活動は完全にボ

ランティアという扱いで理解をいただいている。 

 

 （３）現場視察（宮城県動物愛護センター内） 

    概要説明（宮城県動物愛護センター所長 平塚雅之） 

・愛護棟には、動物の展示スペースや譲渡対象の猫と犬の展示スペース

がある。平日は10時から13時まで開放され、一般の方や団体が来場す

る。ふれあい広場は幼稚園などの団体がふれあい教室で利用する。ふ

れあいの一環として、馬やヤギ、クジャクなども飼っている。犬の教

習などは行っていない。餌などは、寄附を受け付けている。 

・猫の譲渡会を２か月に１回開催している。１回約20頭の猫を譲渡対象

とし、約半数が新しい飼い主へ引き取られている。今年度は既に90頭

以上の猫が譲渡されている。また、ミルクボランティアに協力を得て、

自宅で猫を引き取り、ミルクや離乳食を与えて育ててもらい、ある程

度大きくなったら不妊去勢手術を行って譲渡に出すという形も取って

いる。 

・犬猫の引取りなどは、保健所が直接の窓口となっており、動物愛護セ

ンターは、保健所で引き取ったものが搬入されてくるのを受け入れる

形である。 

・焼却炉は２基あるが、現在はほとんど使っていない。殺処分について

も、炭酸ガスではなく、麻酔薬で眠るように安楽死させている。負傷

がひどく、回復の見込みがない、生かしておくほうが苦痛を長引かせ

るといった場合は譲渡不適として、安楽死にしている。 

・隔離室では、収容された動物を感染症や寄生虫の有無を確認するため、

一定期間隔離する。状態がよけ

れば別室に移していく。 

・検査室では負傷動物の治療や、

譲渡のための不妊去勢手術を行

っている。手術は、センターの

獣医師４名で年間170頭ほどを

実施している。 

               以上 【現場視察風景】 


